
審査項目表

令和３年第１回定例会（６月議会） 産業観光委員会（分科会）

《観光文化スポーツ部関係》

〔議案審査関係〕

１ 観光施設魅力向上事業について①

（１）県有観光施設の改修について ４

（２）床内装改修の感染予防効果について ４

２ フェリー秋田航路緊急支援事業について

（１）昨年度の入港実績について ４

３ 国内定期航空路線緊急支援事業について

（１）昨年度の着陸料支援の実績について ４

４ 観光施設魅力向上事業について②

（１）田沢湖スキー場の魅力向上策について ５

（２）アフターコロナにおける観光客のターゲットについて ５

（３）県有施設の感染対策について ５

（４）県有施設における秋田県新型コロナウイルス感染防止対策飲食店認証事業 ５

制度の活用について

（５）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用について ６

５ 秋田の観光宣伝力強化事業について①

（１）事業計画期間について ６

（２）観光サイト訪問者の分析調査について ６

（３）委託内容について ６

６ ウィズコロナにおける魅力あるコンテンツづくり推進事業について①

（１）事業計画期間について ６

７ 秋田の観光宣伝力強化事業について②

（１）来年度事業を見据えた配信期間について ７

（２）ウィズコロナにおける魅力あるコンテンツづくり推進事業とのリンクにつ ７

いて

（３）アキタファンのコンテンツの充実について ７

８ ウィズコロナにおける魅力あるコンテンツづくり推進事業について②

（１）体験型コンテンツの商品化について① ７

（２）想定している委託先について ８

９ インバウンド回復を見据えた情報発信事業について①

（１）対象市場の捉え方について ８

（２）台湾直行便の今後の見込みについて ８

（３）コロナ禍における事業展開について ８

10 観光施設魅力向上事業について③

（１）床内装の抗ウイルス仕様化について ９

（２）県有施設以外の改修の必要性について ９

11 インバウンド回復を見据えた情報発信事業について②

（１）アウトバウンド需要の喚起について ９

（２）各地で競合している台湾直行便誘致の取り組みについて 10

12 ウィズコロナにおける魅力あるコンテンツづくり推進事業について③



（１）体験型コンテンツの商品化について② 10

（２）教育委員会との連携について 10

13 食品製造事業者商品力強化・市場開拓緊急支援事業について

（１）ヘルスケア分野への県内企業の参入見通しについて 10

（２）開発参画企業について 11

（３）ヘルスケア分野のビジョンについて 11

（４）購入機器の活用策について 12

（５）マーケティングの視点を踏まえた研究について 12

（６）スピード感を持った商品開発の必要性について 12

（７）庁内の連携について 12

（８）加工品製造分野の強化について 13

（９）消費ニーズの変化に対応した新商品開発等加速化支援事業との関連性につい 13

て

14 消費ニーズの変化に対応した新商品開発等加速化支援事業について

（１）新商品の想定について 13

（２）商品の独自性について 14

（３）県内業者の加工技術について 14

15 新たなモビリティサービス導入支援事業について

（１）高速バスキャッシュレス化推進事業の対象事業者について 14

（２）県内におけるＩＣカードの普及について 14

16 秋田の文化をめぐるオンライン配信事業について

（１）オンライン配信併用のイベントについて 15

（２）民謡の発表する場所や公演の機会について 15

（３）舞台芸術活動について 15

（４）アーカイブ映像の配信期間について 15

17 体育大会派遣費について

（１）最近の国体の成績について 16

（２）団体競技不振の分析について 16

（３）各種競技の強化策について 16

18 県有体育施設安全・安心確保事業について

（１）手洗い場の自動水栓化修繕の進捗状況について 16

19 スポーツを活用した交流拡大事業について

（１）スポーツ大使について 16

（２）事業効果の分析について 17

〔請願審査関係〕

なし

〔陳情等審査関係〕

なし

〔所管事項審査関係〕

１ 大館能代空港の３往復運航におけるリスク分担について

（１）乗客に対する運賃助成について 17

２ 羽越・奥羽新幹線関係６県合同プロジェクトチーム調査結果（概要）について

（１）需要予測について 17

（２）秋田新幹線の役割について 18

３ 第三セクター鉄道の令和２年度決算等について



（１）経常損失額について 18

（２）除雪費増額の理由について 18

（３）秋田内陸縦貫鉄道の関連事業収入について 18

４ 「旅して応援！」あきた県民割キャンペーンについて

（１）現時点の利用状況について 18

（２）各施設の利用限度額について 18

（３）今後の見通しについて 19

《産業労働部関係》

〔議案審査関係〕

１ 経営資源融合支援事業について①

（１）資金水準の向上について 21

（２）企業統合等の成果について 21

（３）アンケート調査の実施時期について 22

（４）賃金上昇率の目標について 22

（５）本県と都市部との賃金格差について 22

（６）会議の対象者について 22

（７）Ｍ＆Ａ支援事業の採択予定件数について 23

（８）Ｍ＆Ａの本県での成功事例について 23

（９）業界再編成に向けての取組について 23

２ 新型コロナウイルス感染症に係る金融支援について

（１）国の伴走支援型特別保証制度との関係について 23

（２）事業効果の分析について 23

（３）事業再生枠の融資対象企業について 23

３ 経営資源融合支援事業について②

（１）Ｍ＆Ａに係る行政の支援について 24

（２）令和２年度のＭ＆Ａ支援事業で採択された企業の現況について 24

（３）事業期間について 24

４ ＩＣＴ人材確保・育成事業について

（１）県内高等学校のパソコン部について 24

（２）高校の選定について 24

５ ＤＸ普及啓発・促進事業について

（１）事業の成果指標や検証方法について 25

（２）デジタルイノベーション戦略室について 25

（３）本県のＤＸの進捗状況について 25

（４）デジタル化実践企業の状況と今後の取組について 26

（５）一般企業や団体への普及啓発について 26

（６）企業経営者の意識改革について 26

（７）業態別の啓発活動について 26

（８）相談窓口等の設置について 26

（９）情報機器費用の助成について 27

６ ＤＸ加速化プロジェクト形成事業について

（１）オンライン化の状況について 27

（２）ＤＸプロジェクトの実証について 27

（３）デジタルトランスフォーメーションについて 27

７ ウィズコロナ対応医療機器等開発事業について



（１）対象医療機器について 28

（２）申請手数料について 28

（３）参入する企業の想定数について 28

（４）予算額を超過した場合の取扱いについて 28

８ 秋田港飯島地区工業用地整備事業について

（１）進出企業について 29

（２）工業団地ガイドについて 29

（３）残地におけるバイオ発電の見通しについて 30

（４）分譲価格について 30

（５）土地売買契約の時期について 30

（６）工場稼働時期について 31

９ かがやく未来型中小企業応援事業について

（１）対象を製造業と非製造業で分けた理由について 31

（２）中小企業等事業再構築補助金制度の取組状況について 31

10 新エネルギー参入活用加速化支援事業について

（１）再生可能エネルギー需要について 32

（２）市町村ごとの可能性や計画について 32

（３）サプライチェーン形成に向けたマッチングフォーラムについて① 32

（４）県内企業のサプライチェーンへの参入要件について 32

（５）県内の一般海域で行われる洋上風力発電への部品供給について 32

（６）秋田港湾内の洋上風力発電に参入している県内企業について 33

（７）再生エネルギーを推進するための事業費について 33

（８）サプライチェーン形成に向けたマッチングフォーラムについて② 33

11 就職氷河期世代活躍支援事業について

（１）県内の支援対象者数について 34

（２）キャリアアップ助成金正社員化コースについて① 34

（３）就職氷河期世代支援加速化交付金の事業期間について 34

（４）就職氷河期世代支援加速化交付金終了後の事業展開について 34

（５）支援人数の考え方について 35

（６）キャリアアップ助成金正社員化コースについて② 35

（７）氷河期世代の障害者の賃金向上について 35

（８）共生社会に向けてのＬＧＢＴに対する配慮について 35

〔請願審査関係〕

質疑なし

〔陳情等審査関係〕

なし

〔所管事項審査関係〕

１ 第１１次秋田県職業能力開発計画（素案）について

（１）技術専門校の訓練課程の見直しについて 35

２ 秋田県新型コロナウイルス感染防止対策飲食店認証事業について

（１）申請数と認定数について 36

（２）事業期間について 36

（３）速やかな対応について 36

（４）事務処理状況について 36

（５）申請する店舗の所在地について 36

３ 秋田ホーセ株式会社の撤退について



（１）県内誘致企業の撤退状況について 37

（２）企業誘致の今後について 37

（３）撤退理由について 37


